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       ２ ０ ０ ９ 年 ６ 月 ８ 日 

中日本高速道路株式会社 

２００９年３月期 決算概要（連結） 

１．業績の概況  当連結会計年度（自 ２００８年４月１日 至 ２００９年３月 31 日） （単位：億円） 

 
２００８年度    
（第４期）    

２００７年度    
（第３期）  

 

２００９年度    
（第５期）    

   計 画 ※４ 

営業収益 ７，９１７ ７，４１７  ６，４５９

高速道路事業 ７，４５８ ６，９９５  ５，８６３

（料金収入） ５，５７６ ６，０４３  ４，７９４

（道路資産完成高等） ※２ １，８８１ ※３ ９５２  １，０６９

休憩所事業 ２５６ ２５２  ３４１

 

その他（関連）事業 ２０２ １６８  ２５６

営業費用 ７，７９９ ７，２３７  ６，３８５

高速道路事業 ７，３９７ ６，８９５  ５，８５０

休憩所事業 １９３ １６７  ２７３ 

その他（関連）事業 ２０８ １７４  ２６２

営業利益 １１７ １７９  ７４

高速道路事業 ６０ １００  １３

休憩所事業 ６３ ８４  ６８ 

その他（関連）事業 △５ △５  △６

経常利益 １３８ １８９  ６２

当期純利益 ８０ １０９  ３７

 

※１ 実績金額は、億円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

※２ 2008年度の道路資産完成高等には、料金社会実験等に伴う国からの負担金（126億円）を含みます。 

※３ 2007年度の道路資産完成高等には、料金社会実験等に伴う国からの負担金（37億円）を含みます。 

※４ 2009年度計画は、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいており、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績は、さまざまな要素により、上記計画数値と異なる可能性があることをご承知おきくだ

さい。 

 

（注）事業内容の種類、性質等の類似性、損益集計区分及び関連資産に照らし、以下のように事業区分を行っております。 

 事業 業務内容 

 建設事業 高速道路の新設、改築 

 
高速道路事業 

保全・サービス事業 高速道路の維持、修繕、災害復旧その他の管理 

 休憩所事業  高速道路内におけるサービスエリアの建設、管理及び運営

 その他（関連）事業  
受託事業、トラックターミナル事業、占用施設活用事業、
物販事業、旅行事業、海外事業、カードサービス事業等 
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２ トピックス 

 

（１） 高速道路事業 

 

（実施した施策） 

  東海北陸自動車道（飛騨清見～白川郷   ２４．９ｋｍ） ２００８年７月５日開通 

  紀 勢 自 動 車 道（大宮大台～紀勢大内山 １０．４ｋｍ） ２００９年２月７日開通 

  スマートＩＣ（北陸道 南条ＳＡ 安宅ＰＡ 流杉ＰＡ、東海北陸道 ひるがの高原ＳＡ、 

         東海環状道 鞍ヶ池ＰＡ） ２００９年４月１日営業開始 

  利便増進事業による高速道路料金の引き下げ ２００８年１０月１４日から 

（通期業績） 

高速道路事業の営業利益は６０億円を計上。 

高速道路事業営業利益は、景気後退の影響で料金収入は計画を下回ったものの、節減等により

管理費用も抑制し、日本高速道路保有・債務返済機構への道路資産賃借料を差し引いた後、  

６０億円を計上することができました。 

   

（２）休憩所事業 

 

（実施した施策）   

コンビ二エンスストア ：中央自動車道辰野ＰＡ（下り） ７月８日オープンほか１５箇所 

  セルフカフェショップ ：名神高速道路養老ＳＡ（下り） ４月１８日オープンほか７箇所 

  デザートショップ   ：中央自動車道石川ＰＡ（上り）１２月１９日オープンほか１箇所 

  ファーストフード   ：中央自動車道屏風山ＰＡ（上り）７月１６日オープンほか１箇所 

  地元密着型店舗    ：中央自動車道神坂ＰＡ（上り） ７月１８日オープンほか２箇所 

（通期業績） 

道路休憩所事業の営業利益は６３億円を計上 

道路休憩所営業利益は、一部店舗の直営化等により営業収益は増加したものの、販売促進キャ

ンペーンなど事業拡大に向けた費用により休憩所事業営業費用は増加し、営業利益では対前年

度を２１億円下回る６３億円を計上することとなりました。 

 

 

（３）その他 

 

（通期業績） 

その他（関連）事業の営業損益は△５億円（損失）を計上 

その他（関連）営業利益は、カードサービス会員が飛躍的に伸びるなど、着実な事業成果をあ

げましたが、事業拡大に向けた費用が上回った結果などにより、営業損益では対前年度と同額

の△５億円（損失）を計上することとなりました。 

 

 

 以  上 


